Manchuria Five Year Plan for Increasing Steel Output (II) by Matsumoto, Toshiroh
岡山大学経済学会雑誌15（3），1983，　157～182
満州五ヶ年計画期の鉄鋼増産計画（II・完）
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　二　満州産業開発修正計画と鉄鋼増産計画
　第2期以降に展開される修正計画の作成ならびにその放棄の過程は，「満
州国」，関東軍，陸軍省などの積極派によって政策目標が一方的に引き上げ
られ，39年後半には早くも顕著になっていた物動情勢の悪化のなかで，増産
目標の非現実性が露わにされていく過程であった。この時期の満州鉄鋼増産
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計画に対する日本本国（商工省，陸軍省，参謀本部），満州側（関東軍，昭和）の
政策態度は，「日満アウタルキー体制」の追求を明示した商工省の吉野案の提
起以後，当初計画の拡大修正が議論された37年秋の各方面の姿勢に基本的に
は同じであった。そうした議論が再燃した背景はいうまでもなく日中戦争の
勃発であったが，より直接的には37年12月に始められ，翌38年2月に「満州
国産業開発計画第2年度以降対策に関する意見」として提起される関東軍の
動きであった。
　／．関東軍と修正計画
　関東軍の増産計画拡大修正の動きは，二重の形で進められていた。一つは
37年秋の陸軍省ならびに参謀本部の拡大目標をほぼそのままに受け継ぎ，本
国側の積極派と符節を合わせて消極派を押し切ろうとする動きであり，他の
一つは満州だけで銑鉄1干万トン（1941年9，鋼材603万トン（同上）を生産し
て増産規模を更に拡大し，「銑鉄，鋼塊生産力の飛躍的拡大をして，この
拡大した部分を挙げて日本に輸入し」「日本の米国より輸入する屑鉄の禁輸
　　　　　（19）
問題を救済」することをうたった，後に「理想案」ないしは「新計画」と呼
ばれる大計画を準備する動きであった。二つの動きは最終目標の規模に於て
隔たりがあったものの，消極派への対抗という点で大きな共通性を持ってお
り，現実には当初計画を再検討してより大規模な計画の政策化と実施を進め
るという点で互いに補強しあう対立のない関係を維持していたものと思われ
る。理想案の登場が資料的に裏づけできる期日は39年4月であるが，これは
後述のように修正計画が企業レベルでようやく具体化される時期に当ってお
り，このことからみて理想案の立案グループは修正計画による当初計画の手
直しを経て新たな拡大要求を持ち出していた可能性が強いともいえる。
（！9）水津利輔『第1次満州産業開発5年計画の基本的理念，計画及びその実施成果につ
　いて』戦争調査事務局，1946年8月，136ページ。
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　まず修正計画の動きについていえば，関東軍は38年2月8日，「新国際情
勢二即応スル生産力拡充ノ要請二基キ日満ヲー体トシ北支ヲモ考慮セル生産
’　　’　　’　　”　’　　’　　’　　’　　”　（20）
目標ノ増大，新規加入品目二三検討ス」べしとの意見書を満州国に提出し，
当初計画の改訂に乗り出した。すでに述べてお・いたように，満州側，特に関
東軍の問では吉野案への対応過程で登場した対日銑鉄輸出目標の引き上げと
それにともなう満州内生産目標の引き上げが，結局，生産目標については変
更を加えず，満州内での需要見込みの引き下げ分を対日輸出に振り替えると
いう形で的弓をみたことから増産計画に対する不満が強まっていたが，関東
軍はそうした不満を背景に，生産目標の大幅拡大と，対日銑鉄供給体制から
「鉄鋼一貫生産体制」への生産内容の引き上げという2点を重点とする新政
策を準備したのである。「鉄ノ増産二就テ幅出ノ生産二偏ルコトナク，銑
　　　　　　　　　　　　　（2D鋼一貫作業ニツキ考慮ヲ払ヒ」ながら当初計画の大幅拡大修正が追求され始
めた。もっとも，関東軍のいう「出汁一貫体制」は満州鉄鋼業の対日原料供給
的な性格を根本的に改めるものとして提起されていたわけではなかった。それ
は鋼材分野での日払間の対立を回避しつつ，対日原料を銑鉄から鋼片へとグレ
ード・アップさせるものとして提起されていたのである。
　鉄鋼業の場合，修正計画の細部の立案は満州国からの依頼を受けた昭和製
鋼所が行なった。38年3月22日，昭和は「鉄鋼増産拡充五ケ年計画資料」を
作成し，東京においてそれを企画院に提出した（恐らくは同じ資料が満州
国へも提出されたものと思われるが，確認できていない）。同案の41年の目
標数値は銑鉄400万トン（当初計画253万トン，1．58倍），前面300万トン（同
上185万トン，1．62倍），鋼材150万トン（同上150万トン）で，依然として鋼
材部門の目標は，銑鉄，漸悟のそれに比して極めて低い水準におさえられて
（20）関東軍第4課『満州国産業開発計画第2年度以降対策に関する意見』1938年2月8
　日。傍点引用者。
（21）同上。
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いた。銑鉄生産目標の大幅引き上げとそれを上まわる鋼塊生産目標の引き上
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（22）げが，当初計画修正の際の主要な課題であったのである。
　企画院に提出された昭和の原案はその後企画院の手で内容をほぼそのまま
に『満州国鉄鋼生産力拡充目標』として体裁を整えられ，38年4月からの日
満間の政府交渉の中で討議資料とされた。交渉は東京で行なわれ，満州側から
は産業部椎名鉱工塾長，関東軍第4課片倉中佐，秋丸少佐の他，小日山直登
昭和製鋼所社長，水津利輔同業務課長が参加した　（外に総務庁関係者2名）。
その結果，両政府代表は5月4日，満州内の製鋼所分野協定を満州国内決定事
項として保留した上で基本的に合意を成立させ，翌5日，満州国はこの了解に
基づいて『満州産業開発計画修正工業部門計画要綱』を取りまとめ，5月14
日，新京において開催された産業開発5年計画打合会の席でこれを公表した。
これがいわゆる修正計画である。この計画の41年の目標は銑鉄485万トン，
鋼塊355万トン，鋼材170万トンで，それらは3．22昭和原案，企画院案の目標
数値に近いものであ。た（2 ?ｺ篠の数値は各。，、。。万ト。，3。。万ト。，
150万トン）。
　こうして37年秋以降の関東軍の当初計画修正の動きは，修正計画の政策化
（22）昭和製鋼所業務課「鉄鋼増産拡充5ケ年計画資料」1938年3月22日。
（23）交渉経過については企画院『満州国鉄鋼生産力拡充目標』1938年5月4日，表紙書
　き込み（角田？），小日山直登昭和製鋼所社長，満州重工業総裁鮎川義介宛提出資料
　　「日満北支鉄鋼国等樹立二関スル件」1938年4月4日，水津利輔業務課長，三島美貞企
　画院調査官宛「発電案」1938年4肩3日，参照。日満の主要な争点は日本側が昭和を
　対日製鋼原料生産基地とし，鋼材満州地売については東辺道関発をもってこれに当て
　ると考えていたのに対して，満州側，具体的には満州国政府代表団に同道していた小
　日山直登昭和製鋼所社長，水津利輔同業務課長が鋼材生産の満州内での分散化に異を
　唱えた点にあった。全体目標については日満両政府がともに昭和の提案を出発点とし
　ていたということもあって「基本数量ノ修正ハ必ズシモ異存ナキ」状態にあった。な
　お，先の小日山「日満支鉄鋼国策樹立二関スル件Jによれば，企画院案の作成には昭
　和のスタッフ以外にも商工省，日鉄の専門職員が参加しており，企画院案は3月中旬
　に大綱が定まったというが，企画院案作成過程での構想の食い違いは資料上の制約か
　ら確認できない。なお，昭和は企画院に対しては満州内の生産分担に関する構想を交
　渉段階まで明らかにすることを控えていた。
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という形で一つの決着をみた。
　2．修正計画の具体化と企業計画
　満州国の増産計画立案作業において実務．ヒ大きな役割を果たしていた昭和製
鋼所は，増産計画の担い手，生産者としても最も大きな位置を占めていた。5
月14日の修正計画の発表の後，各企業は当該計画の自社計画への移し替え，
具体化を開始した。5月22日，満州国産業陰画工司長椎名悦三郎は各製鉄所
に対して「年次別増産計画ヲ樹テ之二必要ナル物資ノ需要量ヲ本年1月ヨリ
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（24）康徳8年末（四三年末）迄各年度別二調査ノ上来ル6月10日迄提出相成度」
との通達を送り，さらに6月1日，「国策案二即応」した社別目標を指示して
「細目的年次計画，資金計画，所要労働力調及所要物資調ヲ6月15日迄二三
　　　　　　　　（25）司宛各2部宛提出」するよう要求した。各社の生産計画がこれによって修正
されていった。もっとも満州国レベルでのいわば机上の空論的な作業とは異な
って，資金，資材の具体的な導入，発注先を考えながらの計画具体化は，予
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（26）想以上に長い時間を要することになった。
　昭和製鋼所は当初計画に対応して第3期，第4期増産計画を立案し，各々
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（27）37年3月，12月に日本政府の了解を得ていたが，これらの計画は日本本国の
銑鉄不足と，昭和の製鋼圧延設備の拡張に伴う対［ヨ銑鉄輸出力の減少に対応
して，熔鉱炉建設に重点がおかれていた。銑鉄生産能力の拡大は製銑部門へ
（24）椎名悦三郎産業部鉱井田長「物資需要量調査二関スル件」1938年5月21日。
（25）同上「鉄鋼生産力拡充細目計画二関スル件J鉱第1646号，1938年6月1日。
（26）昭和製鋼所『第4期増産計画事業費予算説明書』（1942年春？）には「第5期増産計
　画一……康徳6年8月（昭和14年）発足セル」との記述が見られる。また，39年8月
　に登場する後述の「8月改訂計画」と目標数値が等しい「鉄鋼生産力拡充計画実施案」
　　（39年10月19日）は「本案ハ現下ノ戦時特殊事情二即応シタル当社既定増産計画（第
　4，5，6期増産計画）実施案ナリ，従ッテ設備建設ノ工程，順位等ハ何レモ外国爲
　替及国内資材ノ影響ヲ深ク考慮シタルモノ」と述べている。これらの資料からみて修
　正計画に対応する昭和の増産計画の具体的な段取りは，39年8月頃まで，即ち産業部
　の公式の指示以降1年2ケ月程を経て，ようやく最初の成案をみていたものと思われる。
（27）昭和製鋼所『昭和製鋼所廿年史』1940年9月，21ページ。
一161一
530
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（28）の工事集中によって「異常の速度を以て」追求されていた。具体的に述べれ
ば，熔鉱炉建設は年産能力70万トンから170万トンへと2．4倍の拡大がめざさ
れていたが，これらの計画は37年2月22日，「昭和製鋼所増産要綱」として
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（29）まとめられた。この増産計画は当初計画「決定案」の中で唯一銑鉄部門のみ
が第1年度（37年度）の着工とされ，第3期計画分の700トン熔鉱炉2基（年
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（30）産40万トン）が重点的に着工された（37年7月）。しかも，昭和の増産計画は
前述の商工省吉野案をめぐって当初計画の修正が議論された際に，一層銑鉄
部門へ重点が加えられた。既述のように本国内の銑鉄不足を対満輸入量の拡
大で解消しようとした商工省吉野案の提起は，満州内生産目標の据え置きと
対日鋼片輸出量をめぐる日満間の対立を残して一応の結着をみていたが，そ
うした枠のなかで日満間の対立が存在しなかった製銑部門に関しては，当初
は第3年度（39年度）に予定されていた第4期計画分の熔鉱炉2基について
も，第3期分2基と同様に第1年度に着工するよう変更が加えられた。こう
して昭和の製銑部門の拡充は基本的に第1年度の着工とされ，もともと製銑
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（3D部門偏重であった昭和の増産計画は一層その度合いを強くしていった。
　こうした経違をたどって当初計画への対応を第3・4期計画の実施という
形で進めていた昭和製鋼所は，先の修正計画に対応した満州国産業部の指示
に基づいて，一応第5・6期計画を作成した。計画は翌39年2月18日，よう
やく修正計画対応分の「原計画」としてとりまとめられて満州国政府に申請
（28）　「司」’二。
（29）関東軍司令部『満州産業開発5ケ年計画鉱工業部門年次別計画』1937年2月。当初
　計画の第1次修正で，「決定案」と呼ばれていた。
（30）昭利製鋼所計画音11企画課「鉄鋼増産5ケ年計画工程趨勢表」！941年5月5日，の記
　載による。
（31）満鉄経済調査会『満州産業開発5ケ年計画（鉱工業部門，電力及車輌ヲ除ク）』！937
　年11月。当初計画の第2次修正で「第2次修正案」と呼ばれていた。水津利輔「修正
　案修正要点」1937年1ユー12月参貝糺なお，注（30）に示した「鉄鋼増産5ケ年計画工
　程趨勢表」によれば，第4期計画分の熔鉱炉2基の建設は37年8月に着工されている。
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され，4月に入って諸設備の発注，着工が行なわれた。両計画は5月に正式
　　　　　　　　　　　　（32）に実施の運びとなっている。結果的には机上の空論となったこの第5・6期
計画では，修正計画のうたう生産の大幅拡大と「脚下一貫体制」への移行を
反映して銑鉄生産の拡大のみならず鋼片生産の拡大と生産鋼材の多様化が意
　　　　　　　　　　（33）識的にめざされていた。
　しかし，この「原計画」は8月に入り「八月改訂計画」として早くも大幅
な縮小を余儀なくされている。第6期計画分の製鋼，分塊，圧延は全て延期
とされ，圧延部門は第5期分その他も縮小された。39年上半期は満州国レベ
ルでは依然として強気の計画拡大が追求されていたが，後述の如く同年度の
物動は春以来の天候不順と欧州情勢の緊迫化によって輸入資金の枯渇と輸入
ルートの途絶に直面し，縮小の道を歩み始めていた。計画実施の第1線では
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（34）そうした情勢を反映して，早くも計画の屍直しが進められていたのである。
　3．修正計画と本国陸軍
　陸軍省，参謀本部の修正計画に対する対応は資料的な制約から明瞭でない。
先にみた37年9月の当初計画第2次修正過程における両者の目標数値と，水
津利輔『第ユ次満州産業開発5年計画の基本理念計画書及びその実施成果に
ついて』（48年8月）に示された38年春の動きからみるならば，全体として両
（32）第5期計画の着手はこれまで39年5月であったとされてきた（内閣官房調査室『中
　共鉄鋼業調査報告』1956年6月，8ページ）。しかし，実際には39年4月には工事は始
　められており，一部重要設備はそれ以前から「工事購買」が行なわれていた。「第5期
　計画中，鉱山，選鉱工場及発電機ノ設備ハ工作期間長ク且ツ製鉄事業ノ基本的重要設
　備ニシテ第4期計画ト密接不可分ノ関係アルカ故障既二相當ノ工事及購買ヲ手配中ナ
　リ……諸設備ハ既二康徳6年（1939年一松本）4月ヨリ着手シ工事及主要器材ノ
　買付手配手相當二進捗シ居」る状態であったのである。（昭和製鋼所『鉄鋼増産設備実
　施計画要綱』1940年1月4日）。
（33）第6期完成時の生産能力は第4期完成時に比較して製鋼部門が1．8倍，製鋼部門（鋼
　塊を指す）が2．6倍，鋼材部門が2．0倍で，鋼材部門では新たに厚板，中形，フープ及
　スケルプ，鍬力等美装板の生産が計画された。
（34＞注（26）参照。
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者の計画の特長は他の日本本国関係者に比べて満州重視の姿勢が強かったと
いう点にあったといえるであろう。
　37年秋の段階で睦軍省は総生産高においてほぼ商工省と同じ目標を掲げて
いたが，その内訳は満州重視が顕著であった（本稿1，第2表）。満州生産
目標は銑鉄400万トン（41年，吉野案360万トン），鋼材300万トン（同上，168万
トン）で，特に鋼材部門での満州の比重が高く，38年春の段階でそれらは550
万トン，400万トンへとさらに引き上げられていた。
　参謀本部の満州目標値は37年秋の段階で450万トン，400万トンと一層高く，
この当初計画の第2次修正過程で最も強行に満州側を後押ししていたのは参
謀本部であったものと思われる。参謀本部案は日本本国を含めた総生産目標
においても他省を上まわる大きな数値を掲げていた（1，第2表）。この参謀
本部の目標数値は38年春の段階でもほぼ同一であり，この時点では目標を引
き上げた陸軍省と歩調を合わせることになるが，修正計画の提起，さらには
38年春以降の生産力拡充計画全体の拡大，見直しに際して，参謀本部が牽引
車的な役割を果たしていたであろうことは疑いない。
　陸軍省，参謀本部の計画は「日直の生産分野は日本よりも満州側に重点を
　　　（35）
おこう」としていた点に大きな特長があり，特にそれが鋼材生産の目標に表
れていた。両者は満州を単に銑鉄供給基地としてのみならず，鋼材生産基地
としても重視していたわけであり，商工省ならびに本国鉄鋼企業さらには関
東軍の提起した修正計画とも異質の構想を持っていたということができる。
　4．修正計画と商工省
　第2期における商工省の対応は，満州側，そして陸軍省，参謀本部の強
硬姿勢に押されて生産力拡充計画，そして満州鉄鋼増産計画の拡大を追認
（35）水津利輔前掲『第1次満州産業開発5年計画の基本的理念，計画及びその実施成果
　について」，135ページ。
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させられていくというものであった。37年秋の当初計画高2次修正過程に
おいて，商工省は満州内生産目標の引き上げを牽制しつつ，鋼片輸入に対
する重点を強めた銑鉄，鋼片即ち製鋼原料の対満輸入拡大を追求した。そ
の過程で満州内での生産目標を引き上げようとする積極派の動きが，特に
軍部から台頭していたが，38年暮から39年春にかけての政局の展開は，そう
した積極派の動きを急速に助長させるものとなっていた。37年11月20日，大
本営が設置され，12月14日の大本営政府連絡会議は前日の南京陥落の報を受
けて強硬派が多数派となった。対ソ戦への配慮から戦線縮小を主張していた
参時本部等は閣内でも少数派となり，態度を急変させた広田外相を先頭に政
府閣僚が戦線拡大を主張するようになった。38年1月13日，外務省は参謀本
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（36）部の反対を押し切ってトラウトマン工作の打ち切りを宣言した。こうした情
勢を背景に商工省は企画院，上平事務局との協議に基づいて「日満支鉄鋼増
産計画」（39年3月）を取りまとめる（1，第1表参照）。同計画はこの時期
の陸軍省，参謀本部案の内容に急速に近づき，吉野案に比べると計画全体の
規模と満州目標の高さという点で大きな変化があった。満州銑鉄生産目標は
360万トンから445万トン（41年）へと引き上げられ，華北についても120－
130万トン（同上）と初めて目標が明示された。
　5．修正計画の再拡大＝新計画
　修正計画に対応する昭和の増産計画がようやく着工段階に入り始めた39年
4月，満州国，関東軍の中に修正計画をさらに大幅に拡張しようとする新た
な動きが登場した。4月16日，満州国産業部は「満州国生産力新羅充計画」
をとりまとめ，同日それは「満州国生産力拡充計画説明」を付して満州国政
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（37）甲案となった。同計画は「之ヲ日本二示シ計画ノ根本的改訂ヲ要求セルモノ」
（36）秦郁彦「日中戦争史」河出書房，1961年9月，142－150ページ。
（37）満州国政府『満州国生産力拡充計画説明』1939年4月16日，表紙書き込みによる。
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第3表　理想案拡充目標 （1000トン）
既　定　計　画 新計画拡充分 最　終　目　標
昭　和 3，660 66．4％ 2，200 42．7％ 5，260 53．9％
本渓湖 1，050 22．8 1，950 37．9 3，000 30．7
東辺道 500 10．8 1，000 19．4 1，500 15．4
計 4，610100．0 5，150100．0 9，760100．0
註1．満州国政府「満州国生産力拡充計画説明」1939年4月16日。
　2．本渓湖分には低燐銑鉄を含む。
で，修正計画に比較すると本訴湖，東辺道開発の比重が高められているが
（第3表）。それでも昭和に関しても既定計画達成目標（第3－6期達成目標）
の6割に当る大拡大がさらに追加されていた。「銑鉄，鋼塊生産力の飛躍的拡
大をして，この拡大した部分を挙げて日本に輸入し……」「日本の米国より
　　　　　　　　　　　　　　（38）輸入する屑鉄の禁輸問題を救済」することがこの計画の目標であったのだが，
日本側は「あまりに彪大であって」行なわれず，「行なわれないものを着手す
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（39）ることは日高の国力を割くことになるから慎重に改め」るべしとの反発から
「理想案」との命名を行って，否定的に対応した。満州国，関東軍と日本側の
対立は満州国内の資源埋蔵状況によって最終的に結論を下されることにな
り，39年7－8月，総勢百数十名にのぼる「日満資源調査団」が組織された。
同調査団の報告書によって新計画は一応再検討には付されることになり（8
月），満州国産業部は各社に計画目標を指示して企業レベルでの立案を急
がせ，その提出をまって9月1日，これを再度政府案として取りまとめた。
一方では修正計画に対応した「原計画」を大1嘔に縮小しながら，昭和はこの時
期，満州国の指示に従って「原計画」をさらに倍増する大計画の立案作業を進
（38）水津利輔前掲『第1次満州産業開発5年計画の基本的理念，計画及びその実施成果
　について』136ページ。
（39）同上。
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　　　　　　　（40）
めていたのである。理想案に対する昭和の対応策は第7期計画であるが，当然
のことながら昭和はその実現性については展望を持っておらず，産業部小野
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（41）
鉄鋼科長に対しても，昭和製鋼所新京事務所が否定的な見解を伝えていた。
　新計画の取り扱いは，結局，39年10月の「日満支経済協議会」に持ち込さ
れた。満州国は先の9．1政府案を手直しを加えた『鉄鋼』（39年！0月）をもっ
てこの会議に臨むが，同案は討議にも付されず廃案の扱いとなる。本稿の時
期区分でいう第3期に当るわけであるが，章を改めてみることにする。
三　修正計画の破綻と鉄鋼増産計画
　1．日満支経済協議会
　39年10月に開催された日満支経済協議会は39年度に入って急速に悪化した
物動情勢の影響を受けて，満州鉄鋼増産計画に大きな方向転換を迫る会議と
なった。同協議会は「条約又ハ法的根拠ヲ有スルモノニァラザルモ本協議会
二於テ決定セラレタル事項ハ夫々帰属スル責任アル関係当局ノ決定ヲ侯チ実
施セラルルモノトス」るとされていたように，その後の日満の経済開発の基本
方向を決定していく重要な政策転換の場となった。その目的は「日右心経済建
設基本方針要綱ノ立案準備」及び「日満更二関係ヲ有スル重要経済対策ノ連
　　　（42）
絡調整」とうたわれていたが，それはいうまでもなく39年度以降急速に顕著と
（40）満州国（？〉　「満タ11・1国鉄鋼生産力拡充計画目標案」1939年9月1日。「各社提出ノ
　案トー応総合セルモノ」との書き込みがある。
（41）　「新計画」（「理想案」）に対応する昭和の第7期計画については殆んど資料が残
　されていない。昭和製鋼所新京事務所員石田構文が水津企画課長宛に出した私信によ
　れば，9月6日，上記の政府案プリントを受け取った石田は「どうしても昭和はでき
　ぬか」という小野産業部鉄鋼科長の問いつめを受け流している（1939年9月6日付私
　信）。水津利輔氏の記憶でも昭和の第7期計画に対する対応はおざなりであったという
　　（前掲「満州鉄鋼業開発の実態について」241－242ページ）。
（42）企画院『日満支経済協議会顛末要録』1939年ll月，5－6ページ。同協議会の関連
　資料については原毛氏から御教示を受けた。ちなみに39年春以来の天候不順と同年9
　月の欧州大戦の勃発は，西日本，朝鮮の異常渇水による電力不足，亭害一米不足，そし
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なった二二計画のゆきづまりに対する対応を意味していた。
　まず10月11－14日，「軍配支生産力拡充計画二関スル打合」が行なわれ，参
集各地域（日本，満州，華北，蒙彊，華中，華南）からの「一般的連絡」が終
った後で，満州側は「日溜共同資源調査等ノ結果ヲ参酌シタル満州国新生産
力拡充計画ヲ紹介シ其ノ審議ヲ希望」した。前述の『鉄鋼』の提案である。し
かし，この提案は「今後二瓦ル重大問題ナルヲ以テ日ヲ改丁テ日満間ノ会合
　　（43）
ヲ催」すべしと斥けられた。10月16日，これを受けて鉄鋼分科会が開かれる
が，既定計画の大改訂をめざす満州側（潅洲・1国，関東軍）と日本側との間に
は「意見ノ懸隔」が生じ，「非常ナ論戦」が行なわれた。論戦は結局，「日本
二於ケル鉄鋼業ハ……急速ニー貫作業ノ徹底ヲ期ス之が爲既定計画ノ外歩二
必要最少毎度ノ熔鉱炉及平炉ヲ増強スルモノト」し，「満州二於ケル鉄鋼業
ハ既定計画ノ遂行二徹底ヲ期スルト共二日本二於ケルー貫作業ノ徹底二協力
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（44）スルモノトス」という「日満期鉄鋼生産力拡充二関スル調整方針」が決議さ
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（45）れて決着をみた。新計画＝『鉄鋼』は「説明二布メ未審議」という取り扱い
に終った。官僚的に抑圧された決議の文面からも満州重視を強める方向で推
移してきた生産力拡充計画の立案姿勢に，大きな転換が現れてきたことを読み
とることができる。この時点を機に満州鉄鋼業は逼迫する資材の有効利用と
いう観点から，次第に円ブロック内での鉄鋼業開発計画の中でその位置を低
　　　　　　　　　　（46）
められていくので’ある。
　て輸入軍需資材の価格高騰を引き起こして同年度の物動計画を完全に破綻させていた。
　（原朗「日中戦争期の外貨決済（2）」「経済学論集』1972年7月，49－51，56－62ページ。）
（43）企画院前掲『日満支経済協議会顛末要録』7ページ。
（44）水津前掲『第1次満州産業開発5年計画の基本的理念，計画及その実施成果につい
　て』137ページ，企画院前掲『日満支経済協議会顛末要録』　6ページ。傍点引用者。
（45＞満州国政府『鉄鋼』（1939年10月目，表紙への水津利昏昏の書き込み。
（46）同じ時期に作成された企画院の資料では鉄鋼業に関して次のように述べられていた。
　「鋼材の増産は……急速且：大量の増産可能なる如き操業能率優秀なる工場事業場に対
　して主力を之に傾注して其の増産を促進し，他方極力銑鋼一貫作業設備の完備に努
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　2．修正計画の縮小と1940年度物資動員計画
　日工支経済協議会が開催されていた10月中旬，昭和の第5・6期計画は欧
州大戦の勃発に伴う対論期待資材の入荷途絶によって，実質的には遂行が危
うくなっていた。ちょうど「理想型」策定のための日輪現地調査団が報告を
提出していたころに，昭和では「八月改訂計画」によって修正計画に対する最
初の対応計画，「原計画」に大幅な縮小を加えていたように，「理想案」の検
討が取り上げられず，ようやく「既定計画ノ遂行」即ち修正計画の遂行を本
国側に認めさせていた10月中旬において，増産計画の第一線では計画の進行
が全く止まってしまうという皮肉な事態をむかえていたのである。
　10月19日，昭和は「設備拡充計画表」を作成して目標達成の一年繰り延べ
を行なった。その後の混乱はようやく暮に収拾されてくる。12月20日，昭和の
企画課が「増産計画実施基本事項確定二関スル件」を提起する。同提案は
「従来計画上最終決定ヲ保留セシ事項及最近ノ内外諸事情ノ変化二依リ検討
ヲ要スベキ計画実施上ノ基本事項二付早急二之ヲ確定シ以テ増産計画ノ完全
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（47）化ヲ図ル」ものとされ，昭和の各部門に期限つきで検討事項を指示した。こ
の指示に基づく諸事項の検討が進むなかで，12月31日，満州国駐日大使館員
樋口太郎理事官が満州国産業部風早柱面宛の暗号電報で「満州（鉄鋼一引用
者）拡充計画二関シテハ既定計画ノ遂行二努力セラレ度，尚之が年度実行計
　め可及速かに外国依存の現状より脱朝して我勢力圏内に於ける鉄鋼業の独立を図る要
　あり。……日満支に於ける鉄鋼生産拡充の調整に関しては現下本問題の重要性に鑑み
　特に周到なる攻究を送くるの要」あり。日満アウタルキー化の基本方針が再唱されて
　はいるものの，本国以上に不振の粟糠であった満州鉄鋼業に物動枠の逼迫が一解厳し
　い査定を要求し始めつつあった状況が明らかである。（企画院「生産力拡充実施の状況
　及今後の対策」1939年10月，前掲『現代史資料43』220－221ページ。傍点引用者。）
（47）昭和製鋼所総務部企画課『増産計画実施基本事項確定二関スル件』1939年12月20日。
　検討事項，担当部門，検討期限は以下の通り。
　①酸性操業法について，銑鉄部，40年2月15日，②転炉設置について，製鋼部，40年
　1月10日，③運輸電化方針再検討について，建設局電気部，40年2月15日，④主要増
　産設備建設順位について，企画課，39年12月28日。
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画ハ物品計画二品テ決定スルコトニ致シ度シト三島調査官二三リ右回答ヲ得
タルニ付，一月来京ノ節紙本目当具体的計画ヲ準備ノ上日本側ト折衝ノ用意
アリタシ14s）との要請を行なっている。本国側の査定の度合いが厳しくなるにつ
れ，丁丁枠の確保のための対本国交渉の資料という点からも個別企業レベルで
の計画の具体化が要求されていたのである。同日，産業部小野鉄鋼科長は鉄鋼
科，昭和，本論湖の3者による「満州鉄鋼拡充二関スル協議会」を提起して，2
会社に40年1月3－4日に予定された同協議会への出席を要請するとともに，関
連資料の作成を指示した撃この協議会は予定を早めて1月2日，先の3者に総
務庁，満州重工業，東一道開発の3者を新たに加えて開かれている。そこでは
①「既定計画二依ル施設別工程予定ト最近（康徳6年物資配給状況並二康徳7
年度毒血要求ヨリ）ノ実況ヲ基準トセル工程予定表」②「既定計画ニョル主要
施設別所要物資総量及従来ノ充足……事業進渉状2兄」③「既定計画（目標）実行
二要スル主要施設別所要物資（康徳7年以降年度別）」④「所要石炭年次別種
別計画」の4点について「至急資料取纒メ昨秋日面協議二基キ対日政策ヲ樹立
スル事」が確認された退すでに独自の資料的な準備を整えていた昭和は，1月
4日，この協議会での決議に合わせて『鉄鋼拡充実施計画要綱』をとりまとめ，
新京事務所での一部手直しを経て翌5日，これを満州国に提出している。この
要綱は，「建設工事工程及所要資材ハ最近二於ケル爲替，資材，機械工作能力
其ノ他ノ諸事情ヲ基トシテ再検討ヲ行ピタリ従テ工事及所要資材四恩レモ従
来発表又ハ申請セルモノト論説ノ懸隔ヲ生スル」と述べていたが，その内容
は具体的には「八月改訂計画」で放棄された第5期計画67万トン分塊設備，
第6期計画75万トン製鋼設備，67万トン分塊設備等の復活を行なって，修正計
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（51）画発足当初の「原計画」へほぼ復帰するものであった。昭和はその後，各部
（48）樋口理事官「鉄鋼拡充計画二関スル件」1939年12月31日。
（49）新京事務所発水津利輔宛電報，1939年12月31日。
（50）作成者不詳『満州鉄鉱拡充計画二関スル協議事項』1940年1月2日。
（51）昭和製鋼上総企画課「製鋼拡充計画設備目標拉年次別生産予想」1940年1月4日。
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門からの報告を集約して『鉄鋼増産計画実施案』を作成し（13日），満州国と
の細目打ち合わせを行なっているが，その内容は上記の1月4日案とほぼ同
一である。二つの資料は40年度の二恩枠をめぐる日満交渉に際して満州側が
依拠する基本資料となった。
　修正計画の具体化を40年度物動枠との関連で具体化する日干交渉は40年1
－2月，東京で行なわれた。40年度物動枠をめぐる日満交渉は，春以来の天
候不順と前年秋以来の欧州大戦によって破綻をきたしていた39年度物動計画
の実績が一層明らかになりつつあったこと，しかも主要物資である鉄鋼部門
において満州内実績が本国以上に低かったことから，満州側にとってはます
　　　　　　　　　　　（52）
ます厳しいものとなった。
　39年度の鉄鋼部門の生産計画の達成率は銑鉄の場合，本国側で93．8％（38
年度は88．。％鑑達していたカ㍉本国内の供給計画は輸入の不振によ。て
83．0％にとどまり，特に「満州よりの輸入が現地の事情により相当多額（殆
んど半減）したる関係上……需給関係は相当窮屈」になっていたことが問題とさ
れていた。鋼材部門でもこの銑鉄不足に「石炭及び電力の不足j，そして屑鉄輸
入難が加わって本国での生産計画達成率は77．6％（38年度106．0％）と急落
し，供給計画の達成率も欧州からの輸入の途絶が相侯って78．4％にとどまっ
た。しかも本国物動の見通しは「15年度（昭和，1940年度）の予想如何と云
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（54）ふに前述せる生産減少の原因が急速に除去せられることは相当困難」なりと
の判断から極めて暗いものとなっていた。
（52）注（42）参照。
（53）以下38年度数値は「昭和13年度生産拡充計画，実績対照表」（防衛庁防衛研修所戦
　史室『陸軍軍需動員く2＞実施編』朝雲新聞社，1970年1月，305ページ所収。原表は
　国民経済研究所「生産力拡充計画ト其ノ実績総括一覧表」1951年3月，である）。39年
　度数値は企画院「物動計画を中核とする我が戦時経済の現状並今後の見透」前掲『現
　代史資料　43国家総動員1』469ページ以下所収）による。
（54）同上。傍点引用者。
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　交一時にお』ける日本画の対応は一様ではなかったが，全体としては前年秋
の日満支経済協議会以後強まっていた本国重視の開発姿勢が一層顕著になっ
ていた。大蔵省は「資材為替，円資金，物価等ノ諸点ヨリ大事ヲ取り」対満
投資の拡大には消極的であった。商工省は日本本国の製鋼法転換の立ち遅れ
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（55）と屑鉄輸入難を前にして満州側に「銑鉄ヨリハ鋼又ハ鋼片ヲ強ク要望」して
はいたものの，鉄鋼増産計画全体に対しては「日本本国重点主義」をとって
いた。これに対して企画院は満州側に比較的に好意的で，交渉に参加してい
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（56）た昭和製鋼所企画課長水津利輔の目には「最モ有力ナル満州支持者」と映
っていたが，これは企画院に派遣されていた陸軍将校の力によっていた。薄
雲事務局は「満州案二賛成シツツァルモ日本側ヨリ起ル各種反対意見二対ス
　　　　　　　　　　　（57）ル反駁等二相當困リ居ル」状態で，政策形成上の実質的な影響力は乏しかっ
　（58）
た。軍関係では陸軍が「全面的支持者」として満州側を後押ししていたが，
海軍は一貫して「日本本国重点主義」をとっていた。
　交渉過程では修正計画の遂行を主張する満州側とこれに縮小を加えようと
する商工省，大蔵省，海軍等との問で激しい対立が続いた。「日本側ハ本年
度物動計画未作製ナルコト，本年度物資及爲替資金極メテ逼迫セルコト，拉
二満州国康徳6年度（1939年度一松本）成績不良ナルコト等ヲ理由二満州側
諸計画ノ内容聴取二主点ヲ置キ，且ッ其ノ緊縮ヲ要望スルコト軍属メ……
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（59）具体的方針ノ決定ヲ後日二遷延セントスル態度」を示した。以後の経過は基
（55）水津利酒『鉄鋼増産計画及康徳7年度物識計画其ノ他二関スル東京打合経過概要』
　1940年2月2ユ日。
（56＞同上。満州側の企画院交渉は同院第4部物動総務班長三島美貞陸軍中佐を通して行
　なわれた。当時拍動班員として三島の指揮下にあった田中申一によれば，「連動総務班は
　物動と生産拡充を所掌する第4部の統轄部処であって，三島調査官を中心に絶大の権限
　を持っていたjという。（田中巾一『日本戦争経済秘史』コンピューター・エイジ社，
　1975年1月，50，67ページ参照。）
（57）　「司上。
（58）前掲拙稿「満州鉄鋼業の実態について」238－239ページ。
（59）前掲『鉄鋼増産計画及康徳7年度物動計画其ノ他二関スル東京打合経過概要』。
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本的に満州側の譲歩の繰り返しであった。1月26日，水津氏は意見書『満州鉄鋼
開発計画実行対策二関スル件』を作成し，「満州鉄鋼生産力拡充計画ハ既定計
画ノ完遂ヲ期スルコトトナリ居ルモ康徳7年度（1940年度一松本）ノ物動ノ
特殊情勢二鑑ミ……本年度二於ケル各鉄鋼設備ノ建設順位即チ建設物資ノ配
給順位二就テハ重点主義二基キ強度ノ統制ヲ加フル要アルベシ」と述べてい
た。計画の部分実施の可能性を探り始めるのである。1月31日，商工省で行
なわれた日満関係官協議では満州側は「満州側計画ノ実施二二リテハ既定計
画ノ全般二面リ施行ヲ強要スルモノニ非ス現下ノ情勢門鑑ミ昭和ノ第6期計
画……等ハ施行ノ遷延ヲ予定シ又鋼材圧延設備等モ実施順位ヲ後位二考慮
シ速二多量ノ粗原料（銑鉄，鋼片を指す一松本）供給ヲ確保スベキヲ第一
　（60）
義」とすることを表明する。満州鉄鋼増産計画の計画規模の縮小と日本本国
への製鋼原料の供給が強調されるのである。具体的には「昭和ノ第4期計画
（銑鉄100万廼完成，未完成分製鋼75万匙，鋼材26万廼）ノ完成ヲ促進シ本
渓湖ノ第1次建設（銑鉄40万廼）ヲ実現スルノ他，主取敢昭和ノ第5期計画
（銑鉄ハ5万匙，製鋼75万甦，鋼材30万匙）蚊二本渓湖ノ第2次施設（銑鉄
50万匙，製鋼56万匙，鋼材25万廼）二付差當リ銑鉄及製鋼（鋼塊，鋼片
松本）関係ヲ先行スルLi）ことが提起された。「以上ノモノハ輪西，広畑等ノ既
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（62）定計画分ト同等ノ順位ヲ以テ資材配慮等建設遂行二協力凡慮」とされたので
ある。しかし，こうした満州側の譲歩は先の’協議会では合意を得られず，商
工省は満州側の作成した資料の既成事実化を恐れて，これの各方面への配布
　　　　　　（63）にも反対した。このため満州側は対商工省提出資料とほぼ同一内容の『昭和
15年度・康徳7年度満州物資動員計画二関スル申合事項』を改めて作成し
（60）作成者不詳「日満鉄鋼生産力拡充計画実施二関スル件（日翻倒係官説明）』1940年
　1月31日。
（61＞同上。
（62）同上。
（63）同上。水津氏の同要領に対する書き込みによる。
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（2月5日）「企画院ヲ中心二折衝」を進めて，商工省の態度の変更を迫った。
その後は！9日に対満事務局が事務官会議を開催して満州側の譲歩を「大体承
認」し，20日の企画院（三島美貞調査官，村田技師）との再接渉を経て「商
工省モ遂二了解」にいたるという経過をたどった。結局，妥協案は昭和につ
いては第6期計画を取り止め，第5期計画も「第3分恒心ト転炉」に関しては
対独発注の再検討，爲替削減の追求が留保条件として付され，本漢湖につい
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　嗣ても「第2次熔鉱炉ト鋼材トハ見送ル」ものとなった。妥協案ノ「最後的決
定ハ物動及爲替二関スル日本側計画樹立案（来ル3月末又ハ4月初）二於テ
　　　　　　　（65）再協議スルコト」とされていたが，それは現実には建設用鋼材割当が「要求
　　　　　　　　　　　　　　（66）量ノ80％，60％等ノ場合ヲ卓才」するということであり，修正計画の破綻は
この40年1－2月中東京交渉の時点で関係者の間では予測されていたものと
思われる。
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（67）　40年度の物学計画の決定は結局，6月末にずれ込んだ。この過程で満州鉄
鋼増産計画第3年度（1939年度）の達成率の低さは一層明瞭となって対満資
材の配当枠はさらに厳しく査定されることになった。
　5月8日，満州産業開発5ケ年計画第3年度実績報告会において，星野直：樹
総務庁長官は超重点主義の採用を表明して5ケ年計画の持つ総合開発主義を
放棄した。「各事業の間に重点主義を徹底的に実行……（して）石炭部門，鉄鋼
（64）東京交渉における本漢湖分の削減については村上勝彦「本漢湖煤鉄公司と大倉財閥」
　（前掲大蔵財閥研究会編『大倉財閥の研究』）642　643ページ参照。同公司の削減分
　はその後さらに収益率が高かった鋼塊鋼材部門に集中した。在満企業の採算以上に鉄
　鋼生産の量的拡大の効率性が重視されていたわけであり，満州鉄鋼業については資材
　配給の査定条件が次第に厳格になっていた過程がここにも推察される。
（65）水津利輔前掲『鉄鋼増産計画及康徳7年度立動計画其ノ他二関スル東京打合経過概
　要』。
（66）同上。
（67）中村隆英・原朗「資料解説」（前掲『現代史資料43　国家総動員1』）参照。
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　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（68）部門等の中に於ても重点主義を実行する」ことが表明されたのである。
　40年5月，昭和製鋼所はこの5ケ年計画第2の大幅修正に対応して第5期
計画の延期を決定する。38年2月の関東軍の手による修正計画の提起以来，
2年以上の歳月をかけてようやく成案をみっつあった同計画は，こうして実質
的に廃案となった。1－2月の東京交渉時点において既に決定されていた第
6期計画の延期とあわせて，修正計画に対応する昭和の増産計画は全て延期
となったのである。当該計画の発注機械は第4期計画への振り替えが追求さ
れたが，その多くは転用が利かず，昭和以外への再配当が行なわれた可能性
　　　（69）
も強い。
　その後の増産計画については資料的な制約から実態を掴みにくいが，40年
秋のアメリカによる対日屑鉄禁輸措置，41年6月の独ソ戦開始にともなうシ
ベリア経由対独，対スイス，対スウェーデン期待物資の入手途絶，同年8月の
アメリカの対日石油全面禁輸措置を主要な転機として，物前枠が一層縮小を
余儀なくされたこと，そうした中で対面資材配当が本国内割当以上に急激に
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（70）
削減されていたことからも容易に推察されるように，修正計画の構想は復活
（68＞藤原泰『満州国経済論』1942年10月，！88－189ページ。原朗前掲「1930年代の満州
　経済統制政策」110ページ。
（69）注文機械及材料の第4期計画への流用率は以下の通りであった。　（単位！000円）
　　　　注文総額　　　　　4期流用　　　　差引要処理
材料　　5，868　（100，0％）　1，206（20．6％）4，662　（79．4％）
機ホ戒　　　　26，666　（100．0％）　　3，509　（13，2％＞　　23，157　（86．8％）
　言十　　　　32，534　（100．0％）　　4，715　（14．5％）　　27，819　（85．5％）
昭和製鋼所「第5期増産計画繰延の結果特別処理を要する註文機器材料」（n，d．）
（70）40年10月，41年6月，41年8月の物動輪の急速な縮小については陸軍省整備局「今
　後における物置計画設定要領」（1940年10月22El，前掲「現代史資料　43』所収）企
　画院「シベリア経由取得物資」（1941年6月，田中申一一一前掲『日本戦争経済秘史』147
　ページ所収）軍需動員会議（41年9月8日）に於ける陸軍省整備局長の計画説明（前
　掲『陸軍軍需動員（2）』470ページ所収）を参照。また，対応する40年度下半期，41
　年度第2・4半期物動計画における対満資材の割当が陸海軍軍需，本国生拡計画向日
　材V／　．Eに大きく削られていた事実については前掲『陸軍軍需動員（2）』427，471ペー
一175一
544
　　　　　　　　　　　　　　　　（71）
されることもなく太平洋戦争を迎えた。
　第4表は昭和の増産計画の到達点を一括して示したものである。製銑部門
を除く完成工場は製鋼（年産能力75万トン），分塊（同75万トン），大形（同6
万トン），薄板（同5千トン），中板（同15万トン），動力（2．5万Kw）で，そ
れらはいずれも第4期計画に対応するものであった。また，未完成のまま敗
戦を迎えた第3小形工場（同11万トン），薄板（同11万トン，後に2万トンに
下げられた？）のうち，前者もやはり第4期計画に含まれていた。従って例
外的な一部の工場を除き第5・6期計画は工事の進展すらも確認することがで
きない。水津利回氏の記憶によれば，第5期計画は41年12月，日米開戦とと
　　　　　　　　　　（72）
もに中止されたという。
　結局，修正計画に対応する昭和の増産計画は，実行には移されなかったと
いうことができよう。
　3．満州鉄鋼需要予測と5ケ年計画一むすびにかえて一一
　満州鉄鋼業の増産計画は，こうして終始，対日原料供給的な生産を目指し
て立案され，遂に対日銑鉄供給的な性格を脱することはなかった。戦線の拡
大に伴う軍部の発言力の増大が増産計画の規模を拡大し，本国内での屑鉄不
足が商工省の対満銑鉄期待を丁丁鋼片期待へと質的に高めることはあっても，
最終製品である鋼材面での日満間の競合は一貫して避けられていた。そして，
唯一実行に移されたと言ってもよい当初計画が満州鉄鋼業の銑鉄生産の偏重
　ジを参照。ちなみに40年下半期計画における鋼材割当の対年度計画比は陸軍95％，海
　軍187％，生拡計画90％，「満支」向70％であったが，41年第2・4半期計画でも同様
　な削減率の格差付けが行なわれた。
（7！＞作成者不詳「鉄鋼増産計画設備拡充趨勢表」（194ユ年3月？）昭和製鋼所計画部企
　画課「鉄鋼増産5ケ年計画工程趨勢表」には第5・6期計画が目標として示されて
　おり，41年8月の雪間支経済協議会では一時的に「昭和製鋼所ノ第5期計画ヲ完成セ
　シメ」んことが約されたという。日満支経済協議会「日満支鉄鋼生産力拡充5ケ年計
　画」（194ユ年8月30El，田中申一前掲『日本戦争経済秘史』115ページ所収〉。
（72）前掲拙稿「満州鉄金ll乱開発の実態について」242－244ページ。
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第4表　第3－6期計画建設予定工場及び実績
生産能力（トン〉 計　画　名 4！年12月まで45年8月まで
製　銑　部　門 500，000 3 ○ ○
500，000 4 ○ ○
810，000 5 × ×
550，000 6 × ×
製　鋼　部　門
製鋼工場 5GO，000 4 × ○
7501000 5 × ×
750，000 6 × ×
圧　延　部　門
銅片工場 670，000（750，000） 4 × ○
670，000 5 × ×
670，000 6 × ×
鋼材工場
軌條厚大形
H場 増補　6，000 4
?
○
200，000 5 × ×
薄板工場 増補　5，000 4 ×
?
110，000 5 × △
小形工場 110，000 4 × △
30，000 5 × ×
中板工場 150，000 4 × ○
厚板工場 2GO，000 6 × ×
中形工場 100，000 5 × ?
コープ及び
Xケルプ 100，000 5→6 ×
?
鉱力美装板 80，000 5→6 × ×
動　力　部　門
発電所 2，500kw 4 × ○
5，000kw 5 × ×
註1．○印完成，△印未完成，×印未着手を指す。
註2．内閣総理大臣官房調査室「中共鉄鋼業調査報告書（企業篇）』（1956年5月），昭和製
　　鋼所「鉄鋼増産5ヶ年計画工程趨勢表」（1941年5月5日）より作成。
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を一層拡大していく過程で，その銑鉄生産に関しても資材の効率利用という
点では本国側に遅れをとっていた満州鉄鋼業は，二二枠のしわよせを集中的
に押し付けられ，本国側の鉄鋼生産の行き詰まりにはるかに先行して，総力
戦期の縮小生産へと追い込まれていったのである。
　ところで当初計画作成過程ならびに吉野案の提起にともなう当初計画の修正
過程において政策論議の重要な根拠として尊重されていたのは，満州内の鉄鋼
需要に関する統計的な予測であった。修正計画提起以後の政策形成過程では見
られなかった一見科学的な政策決定の在り方が，当該期までは残されていた。し
かし，実際のところ，そこで取り上げられていた予測値というものには，どれほ
どの信頼性があったのであろうか。そこで最後にこの鉄鋼需要の推計につい
て簡単に触れておくことにする。
　満州内の鉄鋼需要に関する推計作業は満州国産業部商工課，満鉄経済調査
会の手によって行なわれていた。需要予測は①満州内語物詣銑鉄需要，②対日
油壷輸出高，③満州内鋼材需用（必要生産高）の3点にわたって行なわれ，
②は土塊歩留率（93％）③は鋼材歩留率（80％）良塊歩留率（93％）によっ
て各々銑鉄需要高に換算されていた。満州銑鉄必要生産高はこれらの合計に
④対日銑鉄輸出高を加えて導き出されることになる。①③は満州内の需要趨
勢を数式化して41年数値を導出したものであり，②（④）は37年9月段階で
の商工省の対満期待量をほぼ受け入れたものとなっていた。（鋼片推計値840
万ドン／鋼片対満期待高900万トン）当該の37年秋においては日本側からの対
話混信期待高の高まりが議論をリードしていたこともあって，推計は①一③
に重点をおいてなされていた。第1図は同時期の別の商工省資料によって
④を補いながら以上の推計合計値を実績とともに示したものである。一見し
て明らかなごとく需要実績（生産高一一輸出高）は需要予測を大きく下まわり，
1940年には対日輸出分をも含めた満州生産実績までが需要予測を下まわるに
いたっている。当初計画段階においてさえすでにこのような実態とは大きく
乗離する推計値の上に政策決定がなされていたのである。結論的に述べれば，
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（10万トン）
　3C
25
20
15
10
第1図
1937年9月時点での満州銑鉄需要予測・生産実績
（a）満州生産予測
（b）満州内需要予沮レム
（c）満州生産実績
（d）満州内需要実績
5
1937 1938 1939 1940 1941
注1　満鉄経済調査委員会「五ヶ年後に放ける満州鉄鋼需要推定（改訂）（第3回）」，1937年
　　8月（満鉄調査部『満州五ヶ年計画立案書類・鉄鋼関係資料』1980年3月，龍渓書舎，
　　241－271ページ）満鉄経済調査委員会満州産業開発　五ヶ年計画小委員会「鉄鋼需要
　　予想」1937年9月（同上277－272ページ）商工省鉱山局「鉄鋼生産力拡充計画」1937年
　　9月（『商工政策史』第17巻，1970年3月，344－345ページ）より作成。満州生産実
　　績および満州需要実績（生産高一輸出高）は『製鉄業参考資料』による。
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こうした推計作業はいずれも今後の生産に対して起こりうる制約条件を度外
視し，過去の需要趨勢から総力戦期の需要高（必要生産高）を引き出すとい
　　　　　　　　　　（73）
う形でなされていた。準戦時体制に入って既に深刻化しつつあった資金，原
料，労働一等の不足については特別の考慮を払わないままに，虫の良い希望的
な推計がなされていたのである。その意味では満州鉄鋼業の増産計画は輸入力
の算定から個別の産業計画を統括しようとした盲動計画とは相互にかみ合わ
ない土俵の⊥に作られていた。そして修正計画以後の目標数値の引き上げは
そうした砂上の楼閣にさらに屋上屋を架していく作業であったということが
できよう。
（73）例えば鋳物用銑鉄の場合，推計は以下の4方法によってなされていた。①大正14一
　昭和10年置実績により最小自乗法（一次回帰）で趨勢線を導出。（決定係数r＝＝O．36）
　②昭和6－10年の実需高より最小自乗法で趨勢線を導出。（決定係数r－0．80）③昭
　和3－9年の人口1人当消費高より年平均増加額を算出。④昭和6－9年の需要実績
　より年平均需要高を算術平均により算定。熟案の1941年の予測値は①5万6千トン②
　10万7千トン③9万9千トン④13万5千トンであったが，このうち①については1934
　年の満州鋳物用銑鉄需要が既に5万1千トン余に達していたことから妥当性が疑問視
　され，結局②③④案の平均値11万3千トンを基準とし，毎年の平均需要増加高約1万
　トンを考慮して41年予測値は11万トン余に達するものとされていた。第1図註記資料
　参照。
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